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要旨：柱梁接合部を鋼板でせん断補強する工法の開発のため，接合部に内蔵される鋼板の位置を変えて，その

影響を実験的に検討した。中央面位置，梁筋外側面位置，柱筋内側面位置の各位置について検討したところ，

中央面位置がせん断補強に最も効果的で，梁筋外側面位置および柱筋内側面位置に配置した場合は，接合部の

強度低下の抑制に効果があることを明らかにした。
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1. はじめに

1.1 研究目的

　現在，RC 構造物の柱梁接合部をせん断補強するための

配筋方法は確立されていない。そのため接合部せん断強

度が不足する場合は，水平ハンチを設けるなどで接合部

体積を大きくするか，コンクリートの圧縮強度を大きく

するといった対策をとるしかなく，設計上不都合なこと

がある。よって，本研究では接合部の実用的なせん断補

強工法を提案することを目的としている。 

　著者らは，これまでに十字形接合部内梁筋側面を鋼板

により補強することによって接合部せん断強度を増大さ

せることができることを示してきた 1)。しかし，鋼板の内

蔵位置によって補強効果が異なることが予想される。そ

こで本研究では，鋼板の内蔵位置が異なる試験体を 3 体

製作し実験的にその性能を確認した。

1.2 鋼板による接合部補強メカニズムと特長

　接合部の破壊では，シアスパンが短いためせん断補強

筋が効きにくい。また既往の研究 2) から部材を帯筋等で

多量に補強しても，水平方向に破壊面があらわれること

がわかっている。つまり，図 -1(a) に示すように，帯筋

を増やしても，破線で示す帯筋と帯筋の間に発生する直

接せん断破壊に効果がない。なお，図 -1(b) には，鋼板

表 -1　試験体一覧　

を梁筋側面に配した例を示している。

　次に，提案する鋼板補強の特長を挙げる。

1）鉄筋より多量に使用でき，かつ直接せん断破壊にも

効果がある。

2）補強量をその厚さで自由に調整でき，施工も比較的

容易である。

3）梁が偏心した時に生ずるねじり力に対し，偏心側に

より厚い鋼板を配するなど，合理的に対応できる。

　なお，ここではラーメン構造の 1 方向の補強を対象と

している。直交梁の主筋および柱帯筋は，鋼板に穴を開

けて対応するものとする。

2. 実験概要

2.1 試験体

　表‐1 に試験体一覧を示す。ここでは，補強鋼板の位

置を変えた 3 体としている。表‐2 に使用材料の力学的

性状，図‐2 に試験体形状を示す。3 体の試験体とも，

補強試験体も接合部破壊先行とするため，コンクリート

強度をやや小さく設計し，梁筋を多量に配している（梁

引張鉄筋比 pt=2.99%）。なお，全試験体の梁曲げ強度時

水平力は 157.9kN，柱曲げ強度時は 169.1kN であり，柱

梁曲げ耐力比は 1.1 である。

　図‐3 に各試験体に内蔵した鋼板の形状を示す。この

鋼板は付着性能向上のため，2.3mm 厚の片面縞鋼板を溶

試験体
番号 試験体名 接合部補強鋼板の位置

No.1 2012-IJ1 接合部内梁中央に1枚配置

No.2 2012-IJ2 接合部内梁筋外側側面に2枚配置

No.3 2012-IJ3 接合部内柱筋内側側面に2枚配置図 -1　接合部の直接せん断破壊と鋼板補強の提案　

(b) 梁筋側面位置で鋼

板補強する例(a) 接合部の直接せん断破壊
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図 -2　試験体形状・配筋図

接により貼りあわせて 1 枚の鋼板 (4.6mm 厚 ) とし，両面

縞面になるようにしている。この鋼板の性能がフルに発

揮されても接合部破壊が先行するように，図 -3 に示すよ

うな大小の開口を開けて，強度を落とし，かつ水平断面

で強度が決定するように計画した。一方，鋼板直交方向

には，M6 の全ねじボルト 9本を配し，鋼板を繋いでいる。

試験体 No.1 についても，同じ長さの全ねじボルト 9 本を

設置している。このボルトはスタッドの役目を果たし，

コアコンクリートから鋼板へのせん断力の伝達に貢献す

ると考える。鋼板上のひずみゲージは 3 軸ゲージとして，

中央水平断面には貼付が困難であったため，やや上部に

貼付した。

　図 -4 に 3 試験体における鋼板の位置を示している。試

験体 No.1 は 1 枚の補強であり，試験体 No.2，No.3 の半

分の補強量になっている。

2.2 加力方法と変形測定装置

　試験体は，図‐5 に示すように，梁端をローラー支持，

柱頭部及び柱脚部をピン支持とした。梁端部には面外変

形拘束装置を設け，梁端側面 4 ヶ所をローラーにより支

持した。そして加力装置により，柱頭水平方向に正負交

図 -3　補強鋼板の形状 図-4　各試験体の補強鋼板の位置（長円が鋼板位置）

(a) 試験体 No.1

( 中央面位置 )

(b) 試験体 No.2

( 梁筋外側面位置 )

(c) 試験体 No.3

( 柱筋内側面位置 )

表 -2　使用材料の力学的性質

柱・梁主筋 Ｄ13 358 568 1.86×105
帯筋・あばら筋 φ3.2 226 355 2.06×105
せん断補強鋼板 4.6 353 509 2.05×105
鋼板連結ボルト 全ねじボルト(M6) 540 708 1.47×105

No.1 2012-IJ1 20.2 2.02×10４
No.2 2012-IJ2 22.7 2.50×104
No.3 2012-IJ3 22.1 2.23×104

コンクリート

降伏点
(N/mm2)

ヤング係数
(N/mm2)

圧縮強度
(N/mm2)

引張強度
(N/mm2)材料 用途，試験体 名称，試験体名

鋼材

強度を評価した断強度を評価した断面 

ひずみゲージ 

鋼板をつなぐ
M6 のボルト 

ひずみゲージ 
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図 -5　加力装置と変位計取り付け位置

番載荷した。本研究では，影響が少ない 3) との認識から

柱軸力は加えていない。

　加力は変位制御とし，層間変形角Ｒに関し，約± 0.5％，

± 0.75％，± 1.0％，± 1.5％，± 2.0％，± 3.0％，±

4.0％，± 5.0％，± 7.0％で載荷を行い，± 0.5％から±

5％までは各々 2 回ずつ，± 7.0％は 1 回とした。この加

力方法は 3試験体とも共通である。

　梁に伝わるせん断力については、梁外端のリンクにゲ

ージを貼り，力の逆対称性を確認している。

　また，柱頭と柱脚のピン位置の水平変位の差を柱ピン

距離で除して層間変形角とした。梁端の回転量を測定す

るため，梁端から 125mm の位置にボルトを埋め込み，そ

のボルトの高さ高さ 30mm の位置で内向きに固定し，変位

を柱面にあてて測定した。さらに接合部のせん断変形角

については，変位計を接合部のパネル対角方向に設置し

求めた。

3. 実験結果

3.1 実験状況および水平荷重と層間変形角関係

　図‐6～図‐9，写真‐1に各試験体の実験結果を示す。

　図‐6 は水平荷重 P と層間変形角 R の関係を示してい

る。図中の接合部せん断強度計算値は，文献 1) の無補強

の試験体 No.1 の実験結果を基に，計算式との誤差を考慮

し計算した , 補強効果を無視した時の接合部強度である

（靭性保証型に示す評価式による接合部強度に実験値の増

大率を利用して算定）。図 -6 に示すように，3 試験体と

も，R=0.5% までに接合部パネルにせん断ひび割れが見ら

れ，R=3.0% で，接合部の圧縮破壊が見られた。接合部パ

ネル表面の最終的な損傷は試験体 No.1 が著しく，試験体

No.2，試験体 No.3 となるに従って，少なかった。なお，

3 試験体とも，2 段配筋した梁主筋のうち，2 段目が降伏

していないので，接合部破壊先行型と判断された。

　試験体 No.1 の最大耐力は 114.2kN，試験体 No.2 では

112.1kN，試験体 No.3 では 112.4kN であり，後の表 -3 に

示すように，無補強とした時の接合部せん断強度時計算

値と比較すると，試験体 No.1 では最大耐力が約 19%，試

験体 No.2 では約 7％，試験体 No.3 では約 10％，それぞ

れ増大した。これは接合部内に設置した補強鋼板による

効果であると考えられる。また，中央に補強鋼板を設置

した試験体 No.1 は，試験体 No.2，試験体 No.3 の補強量

の半分にもかかわらず，耐力はほとんど同じである。なお，

ここで用いた無補強とした時の計算値は，文献 1）に示す，

これらの試験体とほとんど同じ試験体（コンクリート強

度のみやや大きい）で，同じ加力をした実験結果を考慮

し算定されたものであり，精度は高いものであると考え

ている。これらのことから，この３体の試験体の比較では，

中央に補強鋼板を設置する試験体 No.1 の補強法が最も効

果的であると判断される。

また，図‐7 は各試験体の正側履歴曲線の包絡線を示し

ている。この図から，層間変形角 R=0.5%( 接合部パネル
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図 -6　水平荷重と層間変形角の関係

（a）試験体 No.1( 鋼板中央面位置 )

せん断ひび割れ発生 ) 以降から最大耐力まで，試験体

No.1 の剛性がやや大きく，試験体 No.2，試験体 No.3 の

順に小さくなっていることが分かる。一方，耐力低下は

試験体 No.3 が最も小さく，試験体 No.2，試験体 No.1

の順に大きくなっている。これは鋼板の補強効果が発揮

されるタイミングが違うからだと考えられる。鋼板を中

央に内蔵すると初期に効果があらわれ，梁筋側面または

柱筋側面に配置すると，接合部の面外膨張を拘束するよ

うな働きをすることが考えられる。これらのことから，

梁筋側面や柱筋内側に鋼板を配置すると耐力低下を抑制

する効果があるものと思われる。

3.2 鋼板せん断変形角と接合部パネルせん断変形角

　図‐8 は水平荷重 P と鋼板せん断変形角γ s 関係を示

している。鋼板せん断変形角γ s は，鋼板に貼りつけた

3 軸ゲージにより求めた。中央に鋼板を配置した試験体

No.1では負側最大耐力時に降伏ひずみを大きく超えるせ

ん断変形が生じており鋼板の性能が発揮されていると考

えられる。

梁筋外側に鋼板を配置した試験体 No.2，柱筋内側に

鋼板を配置した試験体 No.3 では最大耐力時以降に鋼板

が No.1 ほど変形しておらず鋼板の性能が十分には発揮

できていないものと考えられる。

　図‐9 は水平荷重 P とパネルせん断変形角γの関係を

示している。3 試験体とも，最大耐力直後にγが大きく

増大していることから，接合部破壊したと判断した。ま

た，試験体 No.1 は，大変形時に大きく変形するのに対し，

試験体 No.2，No.3 は，変形を幾分か抑えられている。

　写真‐1 は実験後の試験体状況を示す。試験体 No.1 は

接合部表面の損傷が著しいのに対し，試験体 No.2，No.3

は表面の損傷がいくらか抑制されている。写真‐2 は試

験体 No.1 に埋め込んだ鋼板の状況を示しているが，対

角上のくびれたところで，破断していることが確認でき

る（白色のチョーク塗布部分）。このことからも，試験

体 No.1 では，中央位置に配した鋼板が有効に補強効果

を発揮した後，接合部破壊したと考えられる。なお，写

真 -1(c) で，柱主筋の付着ひび割れが見られるが，これ

は R=4% 以降に見られたものである。鋼板が一番外側の

柱主筋に沿って配置されていることから，柱主筋の付着

強度が局所的に弱くなったためと推察される。最大耐力

時に，柱脚部に大きい曲げひび割れはみられないことか

ら，柱主筋の付着破壊により最大耐力が決まったとは考

えにくい。よって，ここでは試験体 No.3 も接合部のせ

ん断破壊と判断する。

4. 実験結果の検討
　表‐3 に，水平荷重に関する計算結果と実験値一覧を

図 -7 各試験体の水平荷重層間変形角関係包絡線

 
（c）試験体 No.3( 鋼板柱筋内側面位置 )

（b）試験体 No.2( 鋼板梁筋外側面位置 )
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図 -8　水平荷重と鋼板せん断変形角関係

 

 

（a）試験体 No.1( 鋼板中央面位置 )

（c）試験体 No.3( 鋼板柱筋内側面位置 )

（b）試験体 No.2( 鋼板梁筋外側面位置 )

（a）試験体 No.1( 鋼板中央面位置 )

（c）試験体 No.3( 鋼板柱筋内側面位置 )

（b）試験体 No.2( 鋼板梁筋外側面位置 )

図 -9　水平荷重とパネルせん断変形角関係

示す。各試験体の実験値は梁端曲げ降伏強度計算値 2）

を，大きく下回っており接合部破壊が先行したものと考

えられる。ここで，鋼板の補強効果係数α s とは，試験

体の最大耐力実験値の，無補強の場合の接合部強度計算

値からの増大量を鋼板の補強効果とみなし，その増大

量の鋼板の水平断面せん断強度に対する割合を示すも

のである。ここで，鋼板の水平断面せん断強度は，鋼

板中央水平断面で，大小の開口を除いた断面の引張降

（a）試験体 No.1

( 鋼板中央面位置 )

（c）試験体 No.3

( 鋼板柱筋内側面位置 )

（b）試験体 No.2

( 鋼板梁筋外側面位置 )

写真 -1 各試験体の破壊状況（実験後）
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表 -3 水平強度に関する計算結果一覧

1) 計算値 3) の値に鋼板中央水平断面せん断強度を累加した。鋼板のせん断強度は引張降伏耐力の 1/ √ 3 とした。

2) 梁曲げ降伏強度略算式 (=0.9at σ yd) によって得られる水平強度。

3) 靭性保障型計算値による，無補強の時の接合部強度。文献 4) の 8.3.1 式による。ここで，安全率 1/0.85 は除く。

ただし，文献 1) で実験値が計算値より 12% 大きかったことから，1.12 倍して計算値とした。

 
写真 -2 試験体 No.1 の補強鋼板の破断

伏強度の 1/ √ 3 とした。試験体 No.1 はα s=1.28，試験

体 No.2 はα s=0.28，試験体 No.3 はα s=0.36 となった。

これにより，中央に鋼板を内蔵した場合が最も効率がい

いことが分かる。試験体 No.1 で，α s が 1.0 を超えてい

るのは，最少断面での鋼板の変形を，最小断面に繋がる，

直上，直下の鋼板が拘束し，降伏しないためだと考えて

いる。また，文献 1) の試験体 No.2（梁側面に鋼板を内蔵）

ではα s は 0.55 であったが本研究の試験体 No.2 ではかな

り小さい値となっている。これは文献 1) では薄い鋼板を

使用したが，本研究では厚い鋼板を使用し，鋼板に大き

な穴をあける必要があったため，付着面積が小さくなり，

コアコンクリートからのせん断力が伝達できなかったた

めではないかと考えている。

　なお，鋼板は円形開口間のくびれた部分で破断してい

る。この部分の降伏強度の水平成分と，鋼板中央水平断

面の円形開口外端部分（図 -3 に示す鋼板水平断面の両

端部分）鋼板のせん断降伏強度の和で評価するとα s は

1.03 であり，ほぼ妥当な値となる。つまり，鋼板の中央

水平断面でのせん断力負担のうち，中央のひし形部分の

負担分をくびれた部分の降伏強度で評価すると，実験値

とよく合うことがわかった。

5. 結論

　補強鋼板の位置が接合部のせん断補強性能に及ぼす影

響を，３体の試験体を用いて検討した結果，以下の結論

を得た。

1) 鋼板を中央面位置に配置すると，接合部強度を効果的

に増大させることができると考えられる。

2) 鋼板を梁筋外側面や柱筋内側面に配置すると接合部強

度低下の抑制にも効果が見られる。

　補強鋼板による補強限界は鋼板表面の付着強度や直交

ボルトのせん断伝達力で定まると考えられる。今後は，

この補強限界を明らかにする計画である。
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